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平成21年４月23日（木曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・アンテナショップの売上状況等について

・「セーフティネット保証（５号）」の承諾状

況について

・雇用・労働に関する最近の動きについて

・平成20年度企業誘致の状況について

・一般国道220号青島～日南改良の事業執行の当

面の見合わせについて

・公共事業における経済・雇用緊急対策につい

て

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 西 村 賢

委 員 星 原 透

委 員 野 辺 修 光

委 員 黒 木 正 一

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 坂 口 博 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 渡 邊 亮 一

商工観光労働部次長 持 原 道 雄

企業立地推進局長 矢 野 好 孝

観光交流推進局長 江 上 仁 訓

部参事兼商工政策課長 古 賀 孝 士

工 業 支 援 課 長 森 幸 男

商 業 支 援 課 長 吉 田 親 志

経 営 金 融 課 長 安 田 宏 士

労 働 政 策 課 長 押 川 利 孝

地域雇用対策室長 篠 田 良 廣

企業立地推進局次長 山 口 俊 匡

観 光 推 進 課 長 後 沢 彰 宏

みやざきアピール課長 甲 斐 睦 教

工業技術センター所長 河 野 雄 三

食品開発センター所長 河 野 満 洋

県立産業技術専門校長 西 盾 夫

県土整備部

県 土 整 備 部 長 山 田 康 夫

県土整備部次長
岡 村 巌

（ 総 括 ）

県土整備部次長
児 玉 宏 紀

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
藤 原 憲 一

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 渡 辺 学

管 理 課 長 成 合 修

用 地 対 策 課 長 服 部 芳 邦

部参事兼技術企画課長 岡 田 健 了

部参事兼工事検査課長 冨 髙 康 夫

道 路 建 設 課 長 濱 田 良 和

道 路 保 全 課 長 大 寺 重 樹

河 川 課 長 大田原 宣 治

ダ ム 対 策 監 小 嶋 雄一郎

砂 防 課 長 平 田 一 善

港 湾 課 長 野 田 和 彦

空 港 ・ ポ ー ト
前 田 安 徳

セールス対策監
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都 市 計 画 課 長 黒 田 博 司

公園下水道課長 東 康 雄

建 築 住 宅 課 長 佐 藤 徳 一

営 繕 課 長 川 﨑 俊一郎

施設保全対策監 上 門 豊 生

高速道対策局次長 河 野 俊 春

労働委員会事務局

事 務 局 長 野 田 俊 雄

調 整 審 査 課 長 上玉利 正 利

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 前 田 陽 一

議事課主任主事 吉 田 拓 郎

ただいまから商工建設常任委員○宮原委員長

会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

現在お座りの仮席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

次に、本日の委員会の日程についでありま

す。お手元に配付いたしました日程案のとおり

でよろしいでしょうか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

次に、委員会の運営方法についてであります

が、執行部入れかえの際には、委員長会議確認

事項のとおり、10分程度の休憩を設けることに

御異議ありませんか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのように決定いた○宮原委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時５分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

先般の臨時議会において、私ども９名が商工

建設常任委員会委員となったところでございま

す。私はこのたび、委員長に選任されました小

林市選出の宮原義久でございます。

一言ごあいさつを申し上げたいと思います。

私は、今回、先ほど言いましたように、委員長

に選任していただきましたが、現在、世界的に

大変厳しい経済状況の中で、宮崎県の置かれて

いる状況も大変厳しい状況にあるというふうに

認識をしております。そういう中にあって、知

事のいろんなＰＲの効果もあって、宮崎が大変

脚光を浴びているということは間違いではない

し、それを続けていくこともまた大事なことか

なというふうにも思いますし、働く場所の確

保、特に企業誘致等に一生懸命頑張っていただ

きたいなというふうに思っているところであり

ます。私ども９名、商工の分野の一生懸命また

勉強もさせていただきますし、皆さんと知恵を

出し合いながら、限られた予算だというふうに

思いますが、有効に使って最大限の効果が出る

ように一生懸命私どもも努力していきますの

で、一緒になって宮崎県の発展につなげていき

たいというふうに思っておりますので、ひとつ

よろしくお願いしたいと思います。

次に、委員の皆様を御紹介いたします。

まず、私の隣が日向市選出の西村副委員長で

ございます。

次に、向かって左側ですが、都城市選出の星

原委員でございます。
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串間市選出の野辺委員でございます。

東臼杵郡選出の黒木委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、延岡市選

出の太田委員でございます。

宮崎市選出の井上委員でございます。

都城市選出の徳重委員でございます。

児湯郡選出の坂口委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の吉田主任主事でございます。

副書記の前田主査でございます。

次に、商工観光労働部長のごあいさつ、幹部

職員の紹介並びに所管業務の概要説明等をお願

いいたします。

商工観光労働部長の○渡邊商工観光労働部長

渡邊でございます。この１年、よろしくお願い

したいと思います。

御案内のとおり、先ほど委員長からもお話が

ありましたように、戦後最大と言われます世界

同時不況の中でございます。本県商工観光労働

行政を取り巻く環境も大変厳しい状況でござい

ます。産業の活性化あるいは雇用の場の確保な

ど、県民生活に直接関係する当部といたしまし

ては、喫緊の課題であります経済・雇用対策

に、職員一丸となって取り組んでまいる所存で

ございますので、宮原委員長を初め、委員の皆

様の御指導、御支援を何とぞよろしくお願いし

たいと思います。

それでは、商工観光労働部の幹部職員を紹介

させていただきます。お手元にお配りしており

ます委員会資料の１ページに幹部職員名簿がご

ざいますので、ごらんいただきたいと思いま

す。

隣でございますが、次長の持原道雄でござい

ます。

企業立地推進局長、矢野好孝でございます。

観光交流推進局長、江上仁訓でございます。

部参事兼商工政策課長、古賀孝士でございま

す。

工業支援課長、森幸男でございます。

商業支援課長、吉田親志でございます。

経営金融課長、安田宏士でございます。

労働政策課長、押川利孝でございます。

地域雇用対策室長、篠田良廣でございます。

企業立地推進局次長、山口俊匡でございま

す。

観光推進課長、後沢彰宏でございます。

みやざきアピール課長、甲斐睦教でございま

す。

工業技術センター所長、河野雄三でございま

す。

食品開発センター所長、河野満洋でございま

す。

県立産業技術専門校長、西盾夫でございま

す。

以上、幹部職員でございます。この１年よろ

しくお願いしたいと思います。

それでは次に、２ページをごらんください。

部の執行体制についてであります。今年度は、

雇用対策の充実強化を図るため、労働政策課内

に地域雇用対策室を新設し、本庁、２局７課１

室の体制となっております。

次に、３ページをごらんいただきたいと思い

ます。平成21年度商工観光労働部予算について

であります。当初予算に追加して補正予算を編

成しているところでございますが、補正後の予

算額は、一般会計及び特別会計を合わせまし

て470億7,110万6,000円であります。対前年度当

初比113.2％となっております。各課ごとの予算

額は、それぞれの表に記載しているとおりでご

ざいます。
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次に、資料の４ページをごらんいただきたい

と思います。平成21年度の県の重点施策にかか

わる商工観光労働部の事業を体系的に整理した

ものでございます。

まず、雇用創出・就業支援対策についてであ

ります。この重点施策は２つの対策に分かれて

おります。まず、①の雇用創出・就業支援対策

につきましては、アの雇用の場の創出やすぐれ

た人材の確保・育成を図るため、半導体関連産

業人材育成支援事業を実施することによりまし

て、企業の若手技術者等の技術力の向上や即戦

力の人材の確保を図ることとしております。ま

た、まちなか商業再生支援事業を実施すること

によりまして、商店街等の振興を図るほか、広

域拠点工業団地整備促進事業を実施することに

よりまして、大規模な工業団地の整備等を行う

広域市町村に対し支援を行うこととしておりま

す。また、イの経営革新の促進を図るため、み

やざき新ビジネス応援プラザ開設事業を実施す

ることによりまして、ベンチャー企業等の支

援・育成、あるいは県内企業の新たな事業展開

を支援するための貸しオフィスを整備すること

としております。さらに、②の建設産業対策と

いたしましては、アの経営革新の促進を図るた

め、建設産業等地域力連携強化事業を実施する

ことにしておりまして、専門家による経営支援

チームの設置や、事業計画の熟度を高めるため

の事業化支援補助金を設けるなど、ワンストッ

プ体制で経営支援を行う体制を整備することと

しております。

次に、中山間地域対策についてであります。

①の中山間地域活性化・産業対策につきまして

は、アの中山間地域の集落の活性化を図るた

め、一村一祭アピール事業を実施することによ

りまして、地域資源を活用した交流促進のため

の市町村等の取り組みを支援することにしてお

ります。

次に、委員会資料の５ページをお開きいただ

きたいと思います。「新みやざき創造計画」に

おきます戦略別施策体系であります。平成21年

度の部の主な新規・重点事業を位置づけたもの

であります。これらの事業のうち、先ほど説明

しました平成21年度重点施策に該当しない主な

新規事業について御説明いたします。

「戦略３－１「みやざきブランド」の総合プ

ロモーション」についてであります。この戦略

は２つの施策に分かれておりまして、２の大都

市、東アジアなどへの販路開拓につきまして

は、みやざき県産品東アジア販路拡大戦略推進

事業を実施することによりまして、昨年度策定

した戦略に基づきまして、官民一体となって県

産品の販路拡大の総合的な取り組みを行うこと

としております。

次に、６ページでございます。「戦略３－２

おもてなし日本一観光推進」についてでありま

す。この戦略は、４つの施策に分かれておりま

して、１の観光資源の掘り起こし・磨き上げの

推進につきましては、自然や伝統文化などの地

域資源の掘り起こしを図るため、創造・再生！

新みやざき観光地づくり事業を実施することに

よりまして、持続的で自立した観光地づくりを

目指す市町村等の取り組みを支援してまいりた

いと考えております。次に、２の国内外の旅行

会社等へのセールス強化と著名人を活用したＰ

Ｒの実施につきましては、九州新幹線誘客対策

事業を実施することによりまして、平成23年の

九州新幹線の全線開通を見据えた観光ＰＲや観

光ルートの開発のための調査等を行います。ま

た、あわせて、みやざき恋旅プロジェクトを実

施することによりまして、幅広い世代のカップ
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ルの誘客に官民一体となって取り組み、恋旅

ブームの創出を目指すこととしております。

次に、７ページをごらんいただきたいと思い

ます。「戦略３－４働く場づくり・ものづくり

振興」についてであります。次の８ページ、２

の県内中小企業の円滑な資金確保を支援の項目

につきましては、中小企業金融緊急対策事業を

実施することにしております。これによりまし

て、融資枠の拡大、保証料率の引き下げを行い

まして、厳しい経営環境にある中小企業者の資

金繰りを支援することとしております。次に、

３の県内企業の新技術、新製品等の発掘、研究

開発及び販路開拓を支援につきましては、２つ

の施策のうち、県内企業の新技術、新製品等の

開発・販路開拓促進を図るために、宮崎県新技

術・新工法展示商談会開催事業を実施すること

によりまして、県内企業が自動車メーカーに直

接ＰＲする機会を創出しまして、さらなる取引

拡大を目指すこととしております。

次に、９ページをお開きいただきたいと思い

ます。平成21年度の一般会計補正予算に関連し

た事業についてであります。一番上の表にござ

いますとおり、緊急雇用創出事業臨時特例基金

事業に３億8,408万5,000円、ふるさと雇用再生

特別基金事業に14億8,012万9,000円を追加補正

いたしております。

このうちまず、緊急雇用創出事業臨時特例基

金事業についてでありますが､この事業につきま

しては、一時的な雇用・就業機会を創出するこ

とを目的としておりまして、①の県雇用創出事

業におきましては、県が直接実施するものであ

りまして、商工観光労働部関係としましては、

県内製造業実態調査事業ほか２事業を行うこと

としております。また、②の市町村雇用創出事

業につきましては、事業を行う市町村に対しま

して補助金を交付することとしておりまして、

また、③の生活・就労相談支援事業につきまし

ては、ハローワークとの連携によりまして、求

職者に対する相談支援を行うこととしておりま

す。

次に、ふるさと雇用再生特別基金事業につい

てでありますが、この事業は、継続的な雇用機

会を創出することを目的としております。①の

県雇用創出事業につきましては、県が直接実施

するものでございまして、商工観光労働部とし

ましては、新事業創出・農商工連携促進事業ほ

か12事業を行うこととしております。②は市町

村雇用創出事業でございますが、これは、事業

を行う市町村に対し補助金を交付することとし

ております。それから、③の正規雇用一時金支

給事業につきましては、正規社員として雇用し

た事業主への一時金支給業務を行うこととして

おります。そのほか、④の基金事業協議会運営

事業につきましては、県や宮崎労働局、労使団

体等により構成される協議会の運営事業を行う

こととしております。

以上、ただいま説明しました２つの基金事業

における県実施分の雇用創出見込みについてで

ございますが、緊急雇用創出事業関係につきま

しては、県全体で11事業、雇用創出見込みが401

名、うち商工観光労働部は３事業10名となって

おります。また、ふるさと雇用創出事業関係に

つきましては、県全体で13事業、雇用創出見込

みが92名で、すべてが商工観光労働部の実施事

業となっております。

私からの説明は以上でありますが、10ページ

以降に主な新規・重点事業等の概要を添付して

おりますので、後ほど、ごらんいただきたいと

存じます。

このほか４件の報告事項があります。これに
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つきましては、担当課長等より説明いたします

ので、よろしくお願いいたします。以上でござ

います。

私のほうから御説明させ○吉田商業支援課長

ていただきますが、委員会資料の33ページをお

開きいただきたいと思います。アンテナショッ

プの売り上げ状況等についてということで御報

告申し上げます。

みやざき物産館など県が設置しておりますア

ンテナショップ３カ所の平成20年度の売り上げ

状況がまとまりましたので、御報告いたしま

す。１の平成20年度の売り上げ状況等をごらん

ください。20年度１年間のみやざき物産館の売

上額でございますが、８億9,555万1,000円と、

前年度に比べまして17.9％の増加となっており

ます。また、買い上げ客数につきましても20.8

％の増ということで、引き続き好調な売り上げ

を記録しております。また、東京にあります新

宿みやざき館ＫＯＮＮＥの売上額につきまして

は、４億7,603万2,000円ということで、前年度

に比べると21.4％の減少となっておりますが、

下の参考のところの新宿のほうを見ていただき

ますと、宮崎ブームが始まる前の17年度は３

億1,100万だったものが、今回は４億7,600万と

いうことで、53％増ということで依然、高どま

りを続けていると考えております。これに大阪

事務所内の大阪支部を加えましたアンテナ

ショップ３カ所の合計の売上額は、13億8,431

万5,000円と、前年度に比べ0.4％増となってお

ります。

次に、２のオンラインショップの開設でござ

いますが、ネット上で県産品のＰＲと販売もで

きるオンラインショップを５月１日から開設す

る予定でございます。開設当初は30社64品目の

取り扱いとなりますが、５月末までには約100品

目まで広げていく予定にしております。なお、

オンラインショップのＰＲのチラシにつきまし

ては、別途お配りしておりますので、ごらんい

ただきたいと思います。

これらの取り組みによりまして、今後とも、

県産品の販路拡大を図るとともに、宮崎ブーム

の高どまりに努めてまいりたいと考えていると

ころでございます。

私からは以上でございます。

委員会資料の34ページを○安田経営金融課長

お願いいたします。国の緊急経済対策を受けま

して、昨年末から中小企業等の利用が大幅に増

加しております「セーフティネット保証（５

号）」でありますが、その３月末の承諾状況が

まとまりましたので、御報告いたします。

まず、１の申し込み件数、承諾件数の状況で

ありますが、折れ線グラフが毎月の申し込み件

数、棒グラフの色がついておりますほうが累計

の申し込み件数と、色のないほうがその承諾の

累計件数をそれぞれ示しております。このう

ち、折れ線グラフをごらんいただきたいのです

が、12月から申し込みが急増しておりまして、

３月はこれまでで最高の742件となっておりま

す。なお、20年度全体での申し込みに対する承

諾の割合、いわゆる承諾率は95.5％となってお

ります。その下に表がございますけれども、20

年度の月ごとの申し込みの取り扱いの状況を示

しておりますが、一番下に合計を示しておりま

す。申し込み全体が2,943件、うち承諾が2,612

件、３月末でまだ審査中でありましたものが124

件、取り下げが84件、否決が123件となっており

ます。

次に、２の承諾額の状況であります。上の棒

グラフがセーフティネット保証の月ごとの保証

の承諾金額を示しております。下の表で20年度
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全体の承諾金額をまとめておりますけれども、

県の保証協会全体では2,612件の365億3,500万円

余、うち県の融資制度関係の承諾が1,971件

の241億7,100万円余となっております。

次に、３でセーフティネット保証（５号）の

対象業種の推移を示しております。昨年の４月

には156業種であったのですが、その後、中小企

業団体等からの要望もありまして、段階的に対

象業種が拡大されまして、２月27日からは業種

全体の約84％となります760業種に拡大されたと

ころでございます。

以上が３月末のセーフティネット保証の承諾

状況でありますが、中小企業を取り巻く環境は

依然として厳しいものがあると考えておりま

す。このため引き続き、金融機関、保証協会等

とも十分連携を図りながら、中小企業の金融対

策に取り組んでまいりたいと考えております。

経営金融課は以上であります。

委員会資料の35ペー○篠田地域雇用対策室長

ジをお開きください。雇用・労働に関する最近

の動きについて御説明いたします。

まず、１の完全失業率の推移についてであり

ます。これは、注１にありますように、総務省

の労働力調査によるものでありまして、平成19

年が全国が3.9％、本県が3.5％、平成20年が全

国が4.0％、本県が3.7％となっております。平

成20年度の月別の完全失業率は４％前後で推移

しており、ことし２月は4.4％となっておりま

す。

次に、２の有効求人倍率の推移についてであ

ります。まず、全国の有効求人倍率は、平成19

年度が1.02倍でしたが、昨年の１月以降は１倍

を割り込み、直近のことしの２月では0.59倍ま

で低下してきております。また、本県では、19

年度が0.65倍でしたが、ことし２月が0.42倍と

低下傾向が続いております。九州各県におきま

しても、いずれも低下傾向が続いており、非常

に厳しい雇用情勢となっております。

次に、３の非正規労働者の雇いどめ等の状況

についてであります。これは、全国のハロー

ワークが企業への聞き取り調査を行ったもので

あり、県内では290社について調査がなされてお

ります。これによりますと、昨年10月からこと

し６月までの間に全国で19万2,061人、県内

で2,296人の非正規労働者の雇いどめ等が見込ま

れております。就業形態別の内訳は表のとおり

であります。

次の36ページをごらんください。４の平成21

年春卒業予定者の内定状況等についてでありま

す。まず、（１）の内定状況でありますが、こ

とし２月末現在で大学生の内定率は85.0％であ

り、昨年同期比で0.8ポイント高くなっており、

また、高校生の内定率は93.7％であり、昨年同

期比で1.7ポイント低くなっております。また、

（２）の採用内定取り消しの状況についてであ

りますが､平成21年３月23日現在、全国で1,845

人、九州で177人となっております。本県におき

ましては、県内事業所による内定取り消しは把

握されておりませんが、注２に記載しておりま

すように、県外事務所による内定取り消しが大

学生１名、高校生４名の計５名が確認されてお

ります。

最後に、５の宮崎県求職者総合支援センター

の設置についてであります。このたび県では、

離職者等の生活安定と再就職の促進を図るた

め、求職者に対する生活・就労支援を行う宮崎

県求職者総合支援センターを、（２）（３）に

ありますように、宮崎市の江平ビル１階に昨日

開設いたしました。業務時間ですが、（４）に

ありますように、祝祭日及び年末年始を除く月
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曜日から金曜日の午前８時半から午後５時まで

となっております。業務内容につきましては、

（５）にありますように、①の生活福祉資金貸

付制度等に関する情報提供などの生計維持に関

する相談や、②の公営住宅に関する情報提供な

どの住宅確保に関する相談、③の能力開発講習

や受講のための支援制度等に関する情報提供な

ど、職業能力開発に関する相談や、このほか④

の国で実施する支援についての情報提供や、国

の職業相談・職業紹介窓口との連絡等を行うこ

とにしております。

なお、これには記載しておりませんが、延

岡・都城・日南総合庁舎で来月から毎月１回程

度、出張相談して対応することにしておりま

す。

説明は以上であります。

資料の37ページを○山口企業立地推進局次長

お開きいただきたいと思います。平成20年度企

業誘致の状況につきまして御説明をいたしま

す。

平成20年度の企業誘致につきましては、積極

的な誘致活動を展開いたしました結果、前年度

の実績を上回ります新規立地企業数25件となっ

ております。最終雇用予定者数につきまして

は、1,239人となっております。

業種別でございますが、２の過去５年間の誘

致件数の表にございますように、製造業が18

件、情報サービス業５件、流通関連業２件と

なっております。

具体的な企業名、業種等につきましては、３

にございます平成20年度の誘致企業一覧のとお

りでございます。20年度の特徴といたしまして

は、夏ごろまでは精密機械製造、自動車部品製

造の工場や、雇用効果の大きなコールセンター

の立地などがございましたが、経済に陰りが見

え始めました秋以降、食品関係や木材関係な

ど、１次資源を活用した製品の製造工場の立地

がふえてきております。このうち、県外からの

新規の立地でございますが、３の一覧を見てい

ただきますと、２のヤマトコンタクトサービ

ス、３のシリコンライブラリ、４の西日本ス

チールセンター、７のセプテーニ、９のアダプ

トゲン製薬、21のアオキ、23のＯＴＳＬ、25の

ヒラカワガイダム、以上の８件となっておりま

す。

厳しい経済状況でございますが、今後とも、

企業の投資情報等の収集に努めまして、市町村

と連携いたしまして、積極的な誘致活動やフォ

ローアップ事業に取り組み、雇用の場の創出に

努めてまいりたいと考えております。

企業立地推進局は以上でございます。

執行部の説明が終わりました。○宮原委員長

説明のあったことにつきましての質疑はありま

せんか。

まず、企業立地推進局ですが、○星原委員

今、20年度の誘致件数25件ということで、ここ

に一覧があるんですが、県外から来た分の番号

だけ教えていただけませんか。

２、３、４、７、○山口企業立地推進局次長

９、21、23、25の８件でございます｡

商業支援課、アンテナショップの○星原委員

売り上げ状況等説明をいただいたんですが、き

のうの新聞を見ていると、物産振興センターが

繰越金２億9,000万、それだけ留保を持ちなが

ら、今回もまた２月の予算で5,500万円の当初予

算を組んでいますね。何でこれだけの留保があ

りながら、また予算を組ませるのか、その辺は

どう解釈したらいいんですか。

センターに対する21年度○吉田商業支援課長

の運営補助金についてでございますが、20年度
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の上半期時点での売上高とかそれ以降の見込み

ということで、予算要求は10月に行ったところ

なんですけれども、そのときの状況がちょっと

厳しかったということもありまして、当初予算

には必要な額を計上したところでございます。

県のほうからのこれを見ると、設○星原委員

立時から人件費名目ということで補助金を流し

ているわけですが、物産振興センターの人件費

というのは、年間どれぐらいを予定しているん

ですか。

人件費としまして、２○吉田商業支援課長

億1,400万を考えております。

今、雇用数はどれぐらいなんです○星原委員

か。

正規職員、派遣、パート○吉田商業支援課長

を合わせまして64名でございます｡

去年の予算要求の時点でなかなか○星原委員

厳しい状況というんであれば、前年度とか、あ

るいは売り上げの推移が毎月出ているわけです

ね。月々に多分、集計してどれぐらいずつ出て

いるかというのはどんな商売でも私はわかると

思うんです。仮に４月から始まれば４月の売り

上げがどれだけ、そしてどれだけの利益が出

て、それをずっと追っかけていけば、10月の予

算を計上するまでの間に、傾向として伸びて

いっているか、横ばいか、下降線をたどってい

るか、これは厳しいか厳しくないかというの

は、我々も民間ですから、動きを見ておけば大

体予測はつくんですね。それで、繰越金が１億

以下ぐらいだったら、今言われるように、人件

費が２億1,000万かかると、2007年度が7,200

万、2008年度が5,100万と予算をいただいている

わけですね。2008年度が5,165万円で、今回

が5,500万。少し利益が出そうなんで減らしてい

くというのならわかるんだけど、前年度よりふ

やしていくというのが、何で留保を持ちながら

そういうことをしないといかんのか。県の予算

というのは大変厳しい中で、みんな一生懸命努

力しながら、景気も悪くなって、予算を少しで

もやって景気をよくしようとかしている中でこ

ういう形の要求をされるのかというのが、私に

は理解できないんです。大体予測はつくわけで

すからね。本当にマイナスになって赤字の状況

であれば補助金をもらわなくちゃいかんとか、

いろんなことも出てくるんでしょうけど、そう

じゃなくて、１年分の人件費の予算以上に留保

金が出るようなこういうセンターあたりに、何

で県は予算を出すのかというのはどうも解せな

いんですが、その辺、もうちょっと詳しく教え

てください。

売り上げの状況は毎月見○吉田商業支援課長

ているんですが、こういうブームですので、上

がったり下がったりが非常に大きくて、10月の

時点では下り傾向かなと思ったところもあった

ということでございまして、先ほどから申し上

げた運営費につきましては、知事からもちょっ

とありましたので、センターとも相談しまし

て、センターとしましては、21年度の補助金に

ついては減らした形で予算をつくっていこうか

なという形で考えておるようでございまし

て、21年度の売り上げの推移とかセンターの運

営状況等を踏まえまして、その取り扱いについ

て十分協議しながら、その補助金の執行をどう

するかということを検討してまいりたいと考え

ているところでございます。

そういう形で検討していただい○星原委員

て、厳しい状況になったときはまたそういう応

援も要るんでしょうが、こうやって留保金が出

るぐらいになると、要するに利益が出ているの

で、いろんなアイデアですね、多く売って、ど
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うやって利益を出していくかとか、そういった

ものが留保があるとある程度鈍るような感じが

するんですね。厳しければ厳しいだけ何とかや

りくりせないかんと、いろんな知恵が出たりア

イデアが出てきて、いろんな方法を考えていく

んですね、通常の企業だと。だけど、余裕があ

ると、通常の営業形態でやっていても大丈夫か

なとなるわけですよ。ですから、内部留保とい

うか、利益が出ていることはいいことではある

んですが、その辺を考えると、やっぱり厳しい

中で自分たちもそれぞれ 補助金をもらう団―

体もいろいろあるわけですから、そういう厳し

いところもある中で、それだけの留保があれ

ば、今の知事のある程度のブームの中でつかん

だノウハウを、今度は補助金なしでやっていく

んだ、いけるんだという感じに持っていくに

も、ある程度厳しさもないといかんのじゃない

かなと思いますので、ぜひ、その辺はよく検討

してやってほしいなというふうに思うんです。

予算が出て、我々に通させておって、10月ごろ

にこういう形で出てくるんなら話はわかるんだ

けど、この前予算を通しておって、こんな形で

出てこられると我々は何を審査したんだとなっ

ちゃうんですね。その辺はよく考えて予算要求

なりには取り組んでもらわんといかんのじゃな

いかなと思いますので、よろしく。

今後は、委員がおっしゃ○吉田商業支援課長

るとおり、長期的な視点に立ちまして、セン

ターの財政基盤の強化とか、収益を上げる体制

づくり、人的とか財政的な支援も含めまして、

それを推し進めることによって自立化を進めて

いきたいなというふうに考えているところでご

ざいます。

ぜひ、お願いします。○星原委員

今、課長が説明いた○渡邊商工観光労働部長

しましたが、今、星原委員がおっしゃっている

ことは、まさに知事が一昨日以来言っているこ

とと全く同じでございまして、当面この問題を

どうするかということなんですが、21年度の予

算の執行の問題として、我々はまず当面検討し

なきゃいけない。これは、５月に物産協会役員

会とかで予算組みしますので、来年度の予算を

ちゃんと組めるのか、そういう中で県の補助金

をどう取り扱うのかという、そこで一つ検討が

あります。もう一つは、物産協会については、

自立化とかいろんな議論があるわけです。今回

の繰り越しも、そういう視点で繰り越しを考え

ていたこともあるわけで、問題はこの物産協会

の役割というのを、単なる収支、採算ベースで

やっていいのか、県の行政の受け皿的な側面も

ありますので、県によっては直営でやっている

ところもあるんですね。だから、その物産協会

の役割をよく吟味して、その上で今後のあり方

をちゃんと出すべきであると。その過程で、議

会にも報告し、御議論をいただきたいと、そう

いうふうに思っていますので、よろしくお願い

します。

ほかにございませんか。○宮原委員長

セーフティネット保証の承諾の問○野辺委員

題ですが、否決されたのが123件あるんですけ

ど、これは書類の不整備とかいろいろあると思

うんですが、どういう内容なんでしょうか。

123件についての否決の理○安田経営金融課長

由なんですが、申し込みをいただきましたけれ

ども、かなりの借り入れがありまして、どうし

ても返済計画が立たないということで、金融機

関、信用保証協会等で否決をしたものが大部分

です。それ以外に、例えば、過去に借り入れが

あって、そのときの支払いが滞りまして、信用

保証協会の代位弁済が発生し、なおその代位弁
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済が残っている場合というのには、どうしても

新たな融資というのは難しいものですから、結

果として、年間で123件の否決が出てきたという

ことになっています。

取り下げは、いろんなほかの借り○野辺委員

入れとかだと思うんですが、取り下げはどうい

う……。

野辺委員おっしゃるとお○安田経営金融課長

り、申し込みはしたんですけれども、その審査

の途中で、例えば、ほかの融資が決まりました

のでということで取り下げられる場合が大部分

というふうに聞いております。

124件の審査中は、例えば３月の申○野辺委員

し込みの審査中というのが多いんでしょうか。

124件の審査中であります○安田経営金融課長

けれども、その多くは３月末に受付をしまして

審査をしているもの、それから、一部書類が不

足しておりましたために追加の資料をお願いし

ているもの等で124件と聞いております。

否決の123件については、ほかに救○野辺委員

済の方法はないんでしょうか。それと、どんな

指導をされておるんでしょうか。

123件の否決なんですが、○安田経営金融課長

先ほど言いましたように、例えば借り入れが過

大であるとか、なかなか計画が立たない、そう

いった申し込みについては、私ども、今、各商

工会議所、商工会等にそういった相談をするた

めの専門の支援チームを置いております。そう

いったところで再度、経営計画の見直しである

とか、例えば借り入れの規模の縮小であると

か、そういったことでできるだけこのセーフ

ティネットが活用できるような形の支援をさせ

ていただいているところであります。以上で

す。

今の95.5％の承諾率、逆に言え○坂口委員

ば4.5％が不成立というか非承諾、それは一応窓

口の段階で整理されて、計画書を組んで、商工

会なり金融機関なりがこれならいけるだろうと

上がってきたものが、いわば再審査みたいなこ

とですね。そこでこれだけ出たんですけど、問

題はそれ以前でどれぐらい落ちこぼれているか

ですよ。これでは保証はとれませんよというも

のがかなりあると思うんですね。そこらのとこ

ろをどう把握されているのかというのをまず一

つ知りたいんですけど。

今、お手元に示しており○安田経営金融課長

ます承諾状況は、県の信用保証協会が審査をし

た承諾の状況です。今お話しの、例えば金融機

関の窓口等での状況については、その段階でな

かなか厳しいという判断を金融機関が示す場合

もあるのかなと思っておりますが、申しわけあ

りませんが、その状況については把握をいたし

ておりません。

そこが２つ問題があると思うんで○坂口委員

すね。実際、今、県内の中小企業はどういう状

況にあるのかという、経営状況がまずつかめな

いということですね。そこが把握できないと、

資金繰りというのは……。もう一つ、一応、金

融機関なり、あるいは商工会なりが、この計画

書なら何とかセーフティネットに乗れるんじゃ

ないかということで整理して上がってきたもの

ですね。そこでのこの4.5％の不成立というの

は、今、野辺委員が深刻にとられたように、何

とかならんのかというのが一つありますね。

それと代位弁済、これは一たんオーケーを出

して貸したものが、諸般の状況の変化でやむな

くそういうところに至った、それでもなおかつ

立ち直ろうとしているというのが一つですね。

意欲とか経営の見通しは、そういう辛酸をなめ

た上でこれならいけるという経営の見通しを持
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ちながら、意欲も持っているという……。保証

人によっては思わぬとばっちりを受けたという

ことで、これらを救わない手はないと思うんで

す。代位弁済が何十年かかろうと、その意思が

あって実行しているならば、ここらは柔軟性を

持って対応すべきだろうと思うんですね。単な

るしゃくし定規で、金があるから保証してあげ

ようかというような感じでしかなくて、本当の

セーフティネットの意をなしていないような気

がするんですよ。そこらの状況をつかむために

も、まず金融機関にどれぐらい申し込みがあっ

たのか、あなたのところはどういう審査をやっ

て、何ぼ外したのか、何ぼ上げてきたんだとい

うのをやらないと、これは金融機関なり保証協

会なりに任せたほうがましですよ。これでは貸

せるところに貸して商売してくださいよという

感覚ですわ。これはちょっと深刻さが足りない

と思うんです。

坂口委員言われましたよ○安田経営金融課長

うに、金融機関でのそういった状況というの

が、やはり一番深刻な部分が出てくるのかなと

いうふうに思っています。私どもも、この制度

を含め県の融資制度を運営する中で、県内の金

融機関とも制度の問題点とか、実際の運用につ

いての意見交換会をする場を年に５回程度持た

せてもらっています。こういう厳しい状況です

ので、急にそういった会を開きまして、実際に

金融機関での窓口での状況等も、データ的に把

握できるかどうかわかりませんが、そういった

状況をぜひ把握していきたいというふうに思っ

ております。

お話にありました代位弁済についても、制度

的な問題はあると思うんですけれども、そう

いった問題があるというのは十分理解していき

たいというふうに考えております。

ぜひ、そこらあたり、何でこんな○坂口委員

事業を今、やらなきゃいけないのか、何の目的

でやっているのかということをトータル的に考

えて、一方では、企業誘致、年間25社と言われ

たですか、その裏では100何社というものが倒産

していっているわけですね。その倒産を防げる

ならば、25社が50社の効果にもなるし、また、

そこに投資している財源、これは結果的に税金

を何ぼ突っ込んで、どう生かしたということだ

と思うんです。25社誘致しましたよと言ったっ

て、一方で100社失っていれば、何もならないど

ころか、マイナスですね。違う投資の仕方をし

て100社が倒産しないで済んだというなら、企業

誘致ゼロでもいいんですよ。雇用を確保して、

経済を維持して、あるいは活性化を持たせる

と。だから、もうちょっと知恵と工夫と、それ

から何の目的でこんなことをやっているのかと

いう目的意識を持って、せっかくの事業ですか

ら、そして報告してもらえばわかることですか

ら。私の何々支店では何件申し込みましたけ

ど、その土俵にも乗らないものが何ぼありまし

た、これだけは精査して何％上げてきましたよ

というようなものを集計とればすぐわかること

ですよ。そこらはぜひ、何の目的を持って税金

を出そうとしているのかという目的意識を持っ

て、その税金の効果を達成するためにはどうあ

るべきかというのを、もうちょっと幅広く、そ

して高い視点から見ていく必要があるような気

がします。要望です。

要望ということですので、よろ○宮原委員長

しくお願いします。

ほかにございませんか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

それではないようですが、その○宮原委員長

他、今、説明がありました以外に何かございま
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せんか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

ないようですね。先ほど、野辺○宮原委員長

委員、坂口委員のほうからありましたセーフ

ティネットに関する部分で、金融機関の申し込

みが多分カウントとれないことはないというふ

うに思いますので、経済の厳しい状況が実際伝

わるというのは、そういう状況まで資料が出て

こないと状況を判断できないのかなと思います

ので、先ほども話がありましたように、そう

いったもののカウントがとれていくような状況

をつくっていただくことが大事かなというふう

に思いますので、要望ということでありました

ので、十分検討を図っていただきたいというふ

うに思います。よろしくお願いしたいと思いま

す。

それでは、以上をもって商工観光労働部を終

わります。執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時55分休憩

午前10時59分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

先般の臨時議会におきまして、私ども９名が

商工建設常任委員会委員となったところでござ

います。私はこのたび、委員長に選任されまし

た小林市選出の宮原義久でございます。

一言ごあいさつを申し上げます。私ども９名

が、今回、先ほど言いましたように、委員とし

て選出をいただいたんですが、昨年から入札改

革で大変県内の建設業界の皆さん、苦しい状況

なんですが、最低制限価格を多少引き上げてい

ただいて、多少は議会側からのいろんな要望も

聞いていただき、また、業界の方も多少は安堵

しておられるのかなというふうに思いますが、

九州の中でも大変厳しい数字なのかなというふ

うに思っておりますが、いきなり大きく改革も

できないというふうには思っておりますが、業

界が大変苦しんでいる状況がありますので、そ

ういったものをどんどんまた検証していただい

て、改革を図っていただき、先ほど商工観光労

働部のほうでもありましたが、業者が倒れるこ

とが、企業誘致という部分とも関連すると、そ

の方々が健全に仕事をやっていただくことがま

た雇用の場の確保にもなるということになりま

すので、そのあたりも含めて、一生懸命頑張っ

ていただいているというふうには思いますが、

私ども９名も一生懸命そのあたりを含めて、こ

の宮崎県の発展につなげていきたいというふう

に思っております。

特に、東九州自動車道であったり、九州横断

道路であったり、高速道路の問題も大変おくれ

ている宮崎県でありますから、力を合わせて、

別の県の力もかりながら、早期整備を図ってい

ただきたいというふうに思っております。一生

懸命、私ども９名、皆さんとおつき合いをさせ

ていただきながら、宮崎県の発展のために努力

をしていきますので、よろしくお願いをしたい

と思います。

次に、委員の皆様を紹介いたします。

まず、私の隣が日向市選出の西村副委員長で

ございます。

次に、向かって左側ですが、都城市選出の星

原委員でございます。

串間市選出の野辺委員でございます。

東臼杵郡選出の黒木委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、延岡市選

出の太田委員でございます。

宮崎市選出の井上委員でございます。

都城市選出の徳重委員でございます。
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児湯郡選出の坂口委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の吉田主任主事でございます。

副書記の前田主査でございます｡

次に、県土整備部長のごあいさつ、幹部職員

の紹介並びに所管業務の概要説明等をお願いい

たします。

県土整備部長の山田でご○山田県土整備部長

ざいます。委員の皆様には、１年間大変お世話

になることと存じますけれども、何とぞよろし

くお願い申し上げます。

県土整備部が所管しております業務は、安全

で快適な暮らしの実現や地域の自立ある発展を

図るために、社会資本の整備を初めとする県勢

発展の基盤となる県土づくりを進めていくこと

でありまして、ひいては、公共事業の執行を通

じまして、本県の景気浮揚や雇用対策など、地

域経済の活性化に果たす役割も重要なものであ

ると認識をいたしております。

先ほど委員長のごあいさつがございましたけ

れども、入札制度改革につきましても、これま

で一生懸命取り組んでまいりましたが、これま

での取り組みを継続的に検証していきますとと

もに、県議会を初め、幅広く意見を伺いなが

ら、よりよい制度の構築に努めてまいりたいと

考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

今後とも、職員一丸となって、県土整備行政

の推進に取り組んでまいりますので、委員の皆

様におかれましては、御指導、御支援のほどよ

ろしくお願いいたします。

続きまして、幹部職員の紹介をさせていただ

きます。お配りしております委員会資料の２

ページをごらんください。課長級以上について

御紹介いたします。

まず、総括次長の岡村でございます。

道路・河川・港湾担当次長の児玉でございま

す。

都市計画・建築担当次長の藤原でございま

す。

高速道対策局長の渡辺でございます。

管理課長の成合でございます。

用地対策課長の服部でございます。

技術企画課長の岡田でございます。

工事検査課長の冨髙でございます。

道路建設課長の濱田でございます。

道路保全課長の大寺でございます。

次に、３ページでありますが、河川課長の大

田原でございます。

ダム対策監の小嶋でございます。

砂防課長の平田でございます。

港湾課長の野田でございます。

空港・ポートセールス対策監の前田でござい

ます。

都市計画課長の黒田でございます。

公園下水道課長の東でございます。

建築住宅課長の佐藤でございます。

次に、４ページでございますが、営繕課長の

川﨑でございます。

施設保全対策監の上門でございます。

高速道対策局次長の河野でございます｡

また、出先機関の幹部職員につきましては、

４ページの中段以降をごらんいただきたいと存

じます。

なお、県土整備部各課及び局の分掌事務につ

きましては、６ページ以降に記載しておりま

す。説明のほうは省略させていただきますの

で、後ほど、ごらんいただきたいと存じます。

以上で幹部職員の紹介を終わります。

続きまして、御報告を申し上げます。
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後ほど、道路建設課より詳細については説明

をさせますけれども、御案内のとおり、昨年度

末に費用便益比の結果により、一般国道220号青

島―日南改良の事業執行の当面の見合わせが突

然、国、九州地方整備局より発表されまして、

大変驚いたところであります。このため、今月

の17日には、知事を先頭に高速道対策局長等が

上京しまして、国土交通大臣など国交省等の幹

部に対し、強く事業の再開を求めたところであ

ります。また、県議会におかれましても、さき

の臨時議会において「国道220号青島―日南改良

事業の一時凍結早期解除を求める意見書」を全

会一致で可決していただきまして、国へ提出い

ただきました。厚く御礼を申し上げます。

今回の見合わせは、全国一律の費用便益分析

のみの点検結果によるものでありまして、地方

の実情を的確に反映しているものではなく、大

変遺憾に思っております。事業継続の可否につ

いては、この費用便益分析のみではなくて、地

域の実情を十分勘案した新たな評価基準を早急

に策定することが必要と考えております。

今後とも、国等に対し地方の実情を強く訴え

まして、事業の再開に向けて取り組んでまいり

ますので、委員会を初め、県議会の皆様のより

一層の御支援、御協力をお願い申し上げます。

次に、県土整備部の所管業務につきまして御

説明申し上げます。

組織についてでありますが、委員会資料の１

ページをごらんください。県土整備部行政組織

表でございます。ごらんのように、本庁が13課

１局、出先機関が16事務所の体制になっており

ます。この体制で県土整備行政の推進に取り組

んでまいります。

次に、平成21年度当初予算について御説明い

たします。資料の20ページでございます。当初

予算一覧でありますけれども、一般会計で824

億2,781万5,000円、特別会計で33億8,671

万5,000円、合計で858億1,453万円、前年度比

で99.2％となっております。

次に、21ページからでございますけれども、

新みやざき創造戦略によります分野別の施策体

系図に基づきまして、新規・重点事業を記載し

ております。当部といたしましては、これらの

事業を積極的に推進しまして、県民の安全で安

心な暮らしを確保し、快適で人に優しい生活空

間、そして経済・交流を支える基盤となる県土

づくりを目指してまいりたいと考えておりま

す。

次に、資料の25ページからにつきましては、

当部の主要事業の概要と予算額を記載しており

ますので、ごらんいただきたいと存じます。

なお、本日は、先ほど申し上げました一般国

道220号青島―日南改良の事業執行の当面の見合

わせ及び公共事業における経済・雇用緊急対策

の２件につきまして、それぞれ担当課長から御

報告を申し上げます。

私からの説明は以上でありますが、今後と

も、県民ニーズに応じた重点的・効率的な事業

の執行に努め、県土整備行政を推進してまいり

ますので、委員の皆様には、より一層の御支

援、御指導のほど、よろしくお願い申し上げま

す。以上でございます。

委員会資料の32ページを○濱田道路建設課長

お開きください。一般国道220号青島―日南改良

の事業執行の当面の見合わせについて御報告い

たします。

まず、１の経緯でございますが、国土交通省

において、今年度の事業予定箇所の費用便益比

（Ｂ/Ｃ）の点検を実施し、３月31日にその結果

が本県に届いております。この中で、Ｂ/Ｃが１
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以下の事業、本県におきましては、国道220号

が0.6という数字が出ておりまして、これに該当

するわけですが、当該箇所については、今年度

の事業執行を当面見合わせるとし、あわせて県

としての意見を求めてまいりました。

これを受けて、２の対応ですが、まず、点検

結果についての意見を４月７日に知事から九州

地方整備局長あて提出しております。その内容

といたしましては、１点目に、今回の事業見合

わせは地方の実情を的確に反映したものではな

く、大変遺憾であること。２点目としまして、

国道220号は何度も被災を受け、地域が孤立する

ことから、国の責任において一日も早く沿線住

民の不安を払拭していただきたいこと。３点目

として、事業継続の可否については、現在の費

用便益分析だけで判断すべきものではなく、新

たな評価基準を国として早急につくるべきであ

ることとしております。（２）の沿線自治体等

の行動でございますが、４月10日には、地元の

鵜戸地区の住民の皆さん方が日南市のほうへ要

望されまして、13日から14日にかけましては、

沿線３市の市長さん等が県及び国に要望を行っ

ております。県としましては、17日に知事が上

京いたしまして、国土交通大臣等へ要望したと

ころでございます。

３の今後の予定でございますが、国土交通省

としては、速やかにコスト縮減など事業内容の

見直し等の検討を行い、再評価を実施して事業

継続の可否を決定する予定というふうにお聞き

しております。

私からは以上でございます。

委員会資料の33ページをごら○成合管理課長

んください。公共事業における経済・雇用緊急

対策について御説明いたします。

今回の対策の背景につきましては、上段の枠

内にございますように、世界的な景気後退が続

く中、雇用情勢は急速に悪化しておりまして、

中でも建設産業を取り巻く経営環境が極めて厳

しい状況にございます。このようなことから、

これまでもさまざまな対策を講じてきたところ

でございますが、建設業が本県の全体の倒産件

数に占める割合が半数以上を占めるなど、極め

て厳しい状況にございます。このため、３月24

日に開催されました経済・雇用緊急対策本部会

議におきまして、新たな対策を４月から実施す

ることとしたところでございます。

その主な内容について御説明いたします。ま

ず、１の建設工事における最低制限価格の見直

しについてであります。建設業の健全な発展や

工事の品質確保を図るため、最低制限価格をお

おむね85～90％に引き上げることといたしまし

た。また、最低制限価格付近への応札の集中、

あるいはくじの発生が多発しておりますことか

ら、いわゆるランダム加算値を用いた最低制限

価格とすることといたしました。

また、２の建設関連業務、いわゆる測量や設

計コンサルなどの委託業務につきましても、同

様に、最低制限価格を予定価格のおおむ

ね75～85％に引き上げることと、ランダム加算

値を用いた最低制限価格とすることといたしま

した。

次に、３の総合評価の拡充についてでござい

ます。技術力や地域貢献度の高い企業が工事を

受注しやすい環境をさらに整備するため、総合

評価方式の拡充を図ることとしております。具

体的には、21年度における総合評価方式の公共

三部の目標件数を680件に設定することといたし

ております。また、地域企業育成型総合評価方

式 総合評価の簡易なもの の対象となる― ―

工事の予定価格を引き上げ、対象工事をふやす
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こととしております。

次に、34ページをごらんください。４の地域

要件の見直しについてであります。いわゆる建

設関連業務のうち、最低制限価格付近での入

札、あるいはくじの発生が特に多い測量業務に

つきまして、地域要件の見直しを行うこととい

たしました。見直しの内容につきましては、35

ページをごらんください。関連業務の中でも特

に測量につきましては、１件の入札について、

最高の場合、50者、60者の入札参加、あるいは

くじの多発というような状況がこれまでござい

ました。そういった中で、地域要件を見直し、

発注予定価格別に県内７ブロックあるいは３ブ

ロック制を今回、新たに導入することとしてお

ります。

次に、34ページのほうに戻っていただきまし

て、５の執行段階での取り組みの継続でござい

ます｡（１）から（４）に掲げております取り組

みにつきましては、ことしの１月に入札手続の

期間の短縮など実施しておりますけれども、発

注の状況や地域の実情等に応じて、引き続き取

り組むこととしたところでございます。

そのほか、６のその他にございますように、

切れ目のない連続的な公共事業の発注に努める

とともに、融資制度等の活用、あるいは業者か

ら出していただきます工事関係の提出書類の簡

素化等々を図ることとしております。

なお、この実施期間でございますが、Ⅱにあ

りますように、Ⅰの１から５につきましては、

ことし４月から来年３月までの１年間実施する

こととしております。なお、その後の対策をど

うするかということにつきましては、今年度に

おける経済・雇用情勢等の状況を検証した上で

判断してまいりたいと考えております。

私のほうからの説明は以上でございます。

執行部の説明が終わりました。○宮原委員長

質疑はありませんか。

220号線のことについてお尋ねした○井上委員

いんですけど、国が必要な道路をつくらないと

いけないということについては私も異論は全く

ないんですが、ですから、これは強く国に対し

て要望しないといけないと思っています。一方

で、Ｂ/Ｃの問題というのは国会でもすごく取り

上げられていて、その議論の経過というのがあ

るわけですね。現実にコスト縮減を含めて見直

しをしていく、そして、それに現在取り組んで

いて、状況的にこうだったら可能性が出てくる

というような、そういう踏み込んだ事業内容の

見直しというのは実際取り組んでいる段階なん

ですか。どっちなんですか。

国土交通省のほうで、コ○濱田道路建設課長

スト縮減も含めて事業内容の見直しを行うとい

うことは聞いておりますけれども、実際、今の

数値が0.6という数値になっておりまして、この

Ｂ/Ｃを出す上でも、コストについては、恐ら

く、かなり絞り込めるだけ絞り込んだ上での0.6

というふうに考えております。どういう事業内

容の見直しになるかにもよりますけれども、コ

ストを４割下げたときにようやくＢ/Ｃが１とい

うことになるわけですので、それほど大幅なコ

スト削減というのは難しいのではないかなとい

うふうには今、考えているところでございま

す。

地元として、こういう方法なら可○井上委員

能性を最大限に探るという意味での自分のとこ

ろのほうから事業の見直しのことについて、実

際、踏み込んだことをしているのかどうかとい

うことを聞きたいだけです。

事業の内容の見直しにつ○濱田道路建設課長

きましては、具体的な事業計画も私ども、詳細
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に把握しているわけではございませんで、た

だ、今のところは、要するにＢ/Ｃの便益、これ

が３つの便益だけしかカウントされていないと

いうことで、我々としましては、例えば220号線

の場合は、災害とか、あるいは連続雨量が170ミ

リに達すると事前通行規制で通行どめになっ

て、利用者の方は迂回をせざるを得ない、こう

いったものも便益としてカウントすべきではな

いかという提案は従来からしております。た

だ、あくまでもＢ/Ｃありきの議論ではなく

て、220号線の場合、そういった通行どめという

課題を抱えているわけで、そういう課題を解消

するために事業に着手されておりますので、そ

の課題がまだ解消されていないと。この課題解

消のために、やはり事業を引き続き継続してい

ただきたいということを今訴えているという状

況でございます｡

地元からしたら本当に命の道路だ○井上委員

と思うんですね。生活の道路だし、そういう意

味で言うと本当に必要な道路なんだけど、国の

基準には合わないと。基準からするとどうにも

ならんと、端的に金だけで計算されるとそんな

ふうになるんだと思うんですね。ですから、そ

こを訴えるというのはよくわかるんだけど、宮

崎として、何かここに確実に早期に凍結を外す

もの、ただ陳情、陳情と、それだけなのかとい

うことが知りたかっただけで、後は多分同じ答

えだと思うので、いいです。

次、管理課長にお尋ねしたいんですが、以

前、議場の中でも、知事は業者数が多過ぎるの

で適正数にならないといけないみたいなことを

おっしゃったんですが、結局、ある意味では淘

汰していかざるを得ないみたいなところを言わ

れたわけですけれども、その考え方について

は、いまだに一緒なんですか。

委員のおっしゃるとおり、公○成合管理課長

共事業の激減ということで、平成５年をピーク

に民間投資を合わせて8,000億強あった投資額

が、半分以下になっておると。業者数につきま

しては、それに比例して減っていないという状

況でございます。知事の発言等々もあったとは

思うんですけれども、県といたしましては、建

設産業が宮崎県の経済の中に占める雇用者数と

か事業者数、１割程度以上ございまして、か

つ、今の経済不況の中で、建設産業が活性化す

ることが本県の経済・雇用にも非常に資すると

いうことで、そういった意味で今回の経済・雇

用緊急対策ということで、知事の御判断により

まして打ったところでございます｡

知事の判断だけじゃなく、議会か○井上委員

らの強いアプローチがあったからだと思うんで

すけど、確かに、今言われるとおり、非常に県

内の経済に与える影響というのは大きいんです

ね。じゃ、有効に金をどうやってそこに配分が

行き渡るようにしていくのか。業者数も減って

いないという現実があれば、やはりそこにしっ

かりとしがみついてでも仕事をしたいという人

たちが多いということですね。だったら、そこ

をどうしていくのかというのはなかなか難しい

ことだと思うけれども、きちんとした配慮がな

いと、全体を落ち込ませてしまうということに

なりはしないのかという心配があるわけです

よ。ですから、有効な県の予算の使い方、執行

の仕方というのをぜひ配慮いただいて、きょう

はこれぐらいなんですけれども、それをお願い

しておきたいというふうに思います。

管理課長の認識を改めないといか○坂口委員

んのは、何千億あって何千社あろうと、一般競

争入札、最低制限価格を見直したけれども、不

適正な最低制限価格の設定、ここに原因がある
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んです。それまで何千社あろうと、その企業の

経営が続いてきていたわけですから。それから

事業量が減少していく、倒産していく、あるい

は雇用の場を失っていく人間の数といったら、

そうじゃないでしょう。それが引き金ですよ。

一般競争入札を導入した、今度はその具体的な

実施のやり方に誤りがあるからですよ。だから

試行を続けざるを得ないという状況。総合評価

方式だの、最低制限価格を見直すだの、地域割

りだのと。だから、多過ぎたというその認識は

間違いですよ。適正な業者が適正な経営を続け

てきていて、ある日突然、制度が変わったこと

によって淘汰せざるを得なかったというところ

にまず気づかないと間違いますよ、土木行政、

入札契約行政。これはどう思われますか。

坂口委員の御指摘も私として○成合管理課長

も十分納得しているところでございまして、先

ほどの平成５年からの状況につきましては、そ

ういう実態でございますと、実績を申し上げた

ところでございます。最低制限価格の問題等、

委員の御指摘も十分認識していく必要はあると

思いますけれども、県といたしましては、現在

のところ、一般競争入札の改革に20年からス

タートしておりますので、委員の御指摘等も十

分踏まえた上で、現在のところ、総合評価方

式、いわゆる価格競争だけではない、品質ある

いは地域の貢献とか、そういったものを加味し

た総合的な評価方式で、いろいろ試行錯誤しな

がら、建設産業の活性化に資するような制度と

していく必要があるのかなというふうに認識し

ております。

今のは中途半端にしか聞こえな○坂口委員

かったけれども、事業量が減ってきた、それに

伴って業者は減ってきているんです。ふえては

きていないんです。しかしながら、経営は成り

立ってきているんです。だから、経営が成り立

つ範囲内で適切に残されてきているんです。ふ

えなければ企業自体がスリム化して小さくなっ

ているから、経営が成り立っていたということ

は、そこで過剰じゃなかったということに気が

つかないと。経営が成り立っていたんです。経

済も成り立っていたんですよ。制度が変わった

から今度は業者数がふえてきたということで、

多過ぎたから淘汰されるというのは乱暴な考え

だし、土木行政は間違いますよ。そこはしっか

り認識しないと。それまで減ってきていたこと

を認めないわけじゃないんです。減ってきてい

るんです。それは自然に減ってきている。制度

が変わったことによっていろんな問題点が生じ

てきたことです。業者も経営力はまだまだ甘

かったかもわからない。そういうものが総合的

に絡んで、その中で試行せざるを得ないような

まだ中途半端な設計の仕方なり、最低制限価格

の仕方なり、あるいは総合評価のあり方なりと

いうことが今、継続されているから、こんなに

混乱しているんだということに気がつかないと

間違いますよ。今のでは行政側は何も間違いな

いという考えじゃないですか。それは認めてい

ただけますか。

委員の御指摘、十分踏まえた○成合管理課長

上で、今年度、やはり総合評価についても、建

設工事につきましては、いろんな評価項目等の

見直し、あるいはまだ業務委託についてはそこ

まで至っておりませんので、県議会の御意見、

あるいは業界等の御意見、県民の皆様の御意見

を踏まえながら、十分検討をしていきたいとい

うふうに認識しております。

まず、そこが間違いだったです○坂口委員

ね。決めてはぽんぽん報告だったから。今のよ

うに、議会の考え方とか、いろんな持っている
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ものを聞いたり、業界の状況、実態を意見交換

したりしてから改革をやっていかなかったこと

に間違いがあるんです。だから、今の姿勢なら

いいですよ。

総合評価方式とか言われたけど、総合評価方

式というのは、一つには、何とか技術力とそこ

の貢献度を生かして、少しでも価格を逆転させ

ようとして工夫された方式ですね。でも、その

ことによって落札率が上がりましたか。そのこ

とにはコストが裏でかかっているということで

すよ。いい技術者を雇って、いい仕事をやって

いく、強度も出そう、あるいは品質もより高め

ようとすれば、受注者はそこにおのずとコスト

がかかってくるということですね。しかしなが

ら、競争させて、やっぱり最低制限価格に張り

つくということは、より経営が苦しくなってい

くということですよ。赤字がふえてくる。そん

なのをまだ堂々とこんなことにうたい上げて、

それの改善策なんて、まだまだこれは時期が早

過ぎますよ。試行してこういうのを何とか頑

張っていますというのがきょうの報告内容でな

ければだめですよ。そう思うんです。これは要

望しておきます。問題はたくさん抱えておりま

す。法的にもまだ問題を抱えているんです。高

度技術提案型の総合評価方式の何を意味するか

をして、今やっている評価方式でのコスト比較

をやってみらんですか。それと、最低制限価格

に張りついている失格ラインと、契約として相

手に選定できる、そういったものを法的に分析

してみらんですか。大きい問題を抱えているん

ですよ。だから、業者だけのせいじゃないとい

うことにまず気づかないと間違いますよ。これ

は要望でいいです。答えるのは無理だろうか

ら。

そこで、33ページの経済・雇用緊急対策のほ

うにランダムという言葉が出てきていますね。

そこでおおむね工事については85～90％。おお

むねは85だけにかかるんですか。90％もおおむ

ね90ということになるんですか。

おおむねは85のほうにか○岡田技術企画課長

かります。

そうした場合、まず計算の上で90○坂口委員

％ときちっとした数字が出ますね。そのとき、

この90％出た数字はランダムをやらないんです

か。そのまま使われるんですか。

ランダムを加えて90％に○岡田技術企画課長

しております。

ランダムを加えたら90にならない○坂口委員

でしょう。1,000円単位、万円単位、それとも１

円単位までするのかわからんけれども、最低制

限価格と出るわけですね。純工事費、現場管理

費、一般管理費を何％とって、どういった補正

をやってということで。それはランダムがかか

らない数字がまず出るでしょう。加算していく

わけでしょう。90％そこで出たら、90％を超す

わけになりますね。おろすとなったら、今度は

最低制限価格を割ることになりますね。おおむ

ねじゃなかったら、これはどんなになるんです

か。

ランダムの考え方なんで○岡田技術企画課長

すが、ランダムはゼロからスタートするわけで

ございまして、そういう意味で、ゼロ・ランダ

ムもあり得るということです。

ゼロ・ランダムがあり得るという○坂口委員

ことですね。そこらが今度はまた物すごく大き

な問題を含んでくると思うんです。何でこんな

方法を思いつかれたかわからないけれども、同

札が多過ぎるからということで、業界からの苦

情だったか煩雑さだったかわからないけれど

も、ランダムがかけられる数字、かけられない
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数字が出てくるわけですね。物すごく積算能力

があって、しっかり積算して、あるいは最低制

限価格の推計の仕方も正しかった、90％ぴった

りだったときは、その人が最有力候補ですね。

そういう作業をやってきちっと詰めていったも

のにランダムがかけられたら、きちっと出した

人はことごとく失格ですね。ランダム加算をや

られれば。だからそういった矛盾が出てくるん

ですよ。一方で技術力だ、積算力だ、やれ何だ

と言いながら、積算力が正しかったところは、

ランダムを上乗せすれば全部失格していくんで

すよ。そんな矛盾をいっぱい含んだものだか

ら、これは大いに謙虚になって進めていかな

きゃいけないというのが一つ。

それから、総合評価方式も今度は680件の試行

をやっていくというわけでしょう。僕は前も管

理課にお願いしておいたけれども、例えば出先

での一般競争入札を導入した日、総合評価を導

入した日、それ以降の特にそういった現場を持

つ係あたりの残業状況、どれだけ事務量がふえ

たか、それにどう対応していっているのか、ふ

えた事務量とは一体何なんだと。今のような、

こんなつまらない内部処理のことでふえていっ

ているのがほとんどだと思うんです。県民サー

ビスに向いていく部分じゃないと思うんです。

しかしながら、そこには的確に残業手当とかそ

んなものが限界まで出されている。それは県民

サービスじゃなくて、納税者から見れば負の仕

事と言ってもいいものですよ。還元されていな

い仕事。そして現場管理はおろそかになるとい

う、こんな大問題を含んでいるのに、まだここ

は何ですか。今後、一般競争入札を拡大してい

くというようなことを堂々とうたっているじゃ

ないですか。ここを一たん試行してみたらどう

ですか。今、一般競争入札で大きな間違いを

やっているんですよ。まだ技術とかがついてい

かない、ただこの方法だけをやっていくという

のは。

さっき、商工観光労働部で、企業をどうやっ

て残そうか、優秀な技術者をどう育てようかと

いうと、こんな運がいいところ、悪いところ、

あるいは行政からのそういったところの目配り

が届かなかったところが残って、いいところが

つぶれるかもわからないというような、こんな

危険な作業をやっているんですよ。だから、僕

はどんどん進めるべきじゃないと思うんです。

ここはどう考えられますか。

まず、ランダムについて○岡田技術企画課長

なんですが、委員のおっしゃる意味はよく理解

しておりますが、今回、経済・雇用対策という

ことで、直接効果のある最低制限価格を引き上

げたところでございます。ただ、現実の応札状

況というのは、最低制限価格に張りついた状況

がございまして、私どもとしては、なるだけ予

定価格の中で応札してほしいという思いがござ

いまして、最低制限価格をミリで探ろうとする

のは、無駄な努力と言ったら怒られるかもしれ

ませんが、そういう企業としての社会的資源、

労力を使ってほしくない、そういう思いがござ

いまして、今回、ランダムを試行で導入するこ

ととしたわけでございます｡

それから、総合評価につきましては、今年

度、公共三部で一生懸命取り組むということ

で、通常型の総合評価を484件、約500件、公共

三部で実施いたしました。そして、年度末、１

月から応札者、それから発注者側の事務量を少

なくするということで、小規模工事を念頭に、

地域企業育成型を試行いたしました。結果とし

て590件、約600件実施いたしました。実際行っ

てみて、委員御指摘のとおり、相当な事務量、
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コストがかかっております。このあたりは今

後、推進機構などを活用しながら、しっかり総

合評価をやっていかなければならないなと。ま

た、総合評価の特性でもあります評価項目にも

いろいろ問題がございます。ただ、総合評価を

進めておりますので、検証しながら進めてまい

りたい、そのような考え方に立っております。

以上でございます。

同じことだと思うんです。一般競○坂口委員

争入札をする限りは、だれと競争しなければい

けないという相手がわからないんです。そし

て、最低制限価格が設けられている、だからこ

こを目指したわけですよ。とろうとしたら、こ

こに行かなきゃとれないんです。積算はないん

ですよ。これをどう正しい数字を探り当てる

か。これにランダムがかかったら、今回の場

合、ランダム、どうなるかわからないです。

パーセントでいくのか、金額でいくのか、万円

までを調整するのか。9,999万9,000円から１億

円の間、この1, 0 0 0円差があったら、みん

な1,000円切り上げて、あるいは500円で２分の

１の確率にかけるかだけで、やっぱりそこの価

格探しなんですよ。

ランダムになったから積算して入札するなん

て、そんな単純なものじゃないです。相手がわ

からない、何人来るかわからない、だれが来る

かわからないという宿命がある限りは、とにか

く基本は最低制限価格を探し出すことです。そ

れにランダムは今回何ぼ来るだろうと、パーセ

ントでいけば何ぼから何ぼの間で、上限でいっ

て万全を期すのか、あるいは真ん中でいって２

分の１の確率にかけるのか、それとも、希少な

ものにかけてランダムを一番少ない、ゼロと言

われたですけど、限りなくゼロに近いものにし

て一人でやっていこうかと、今、無駄な労力と

言われたけど、そういう労力がもっともっとふ

えるだけのことです。しかも今度は、今、業者

が多過ぎてくじ運でたまるものかと、くじでお

れのところの運命を決められてたまるものか

と。何とか同額が出らんようにしてくれと言う

けど、今までは自分で引いていたからまだあき

らめもついていましたよ。だけれども、今後は

ランダムで、機械がやっちゃって、おれが正し

かったのに、何でランダム、機械がこんなこと

をやったんだと、むしろ、今度は憤りになって

いくと思うんです。業者も気がついていないと

思うんです。くじ引きでやられるのはたまら

ん、ランダムか何かでやりたいと言うけど、今

度は、自分は正しかったのに何で外されたか

と、前のときは同じものが出て、この金額は

入っていたじゃないかと、今度は何で万のけた

まで調整したんだとか、説明つかないと思うん

です。今、県は１円を競わせる勝負をやらせて

いるんですよ。それに法的根拠も何もない数字

を乗せようとしているだけ。それはくじ運を避

けるためと言うけど、くじは出てくる。何もメ

リットはないです。合理性もないです。だか

ら、今の入札制度改革は行き詰まっているんで

す。知事も県土整備部も行き詰まっていること

をまず認識すべきです。謙虚に反省して、やり

直すべきです。業者が毎日つぶれていくという

現実に目を向けるべきです。そんなものに業者

は振り回されておるんですよ。

しかも、一方では高等学校で勉強し、開発隊

に行き、一生懸命この道を目指して技術者にな

ろうとしている人たちがいるということに気が

つかないとだめです。現場で汗をして一生懸命

働いて、家族に１日３回の飯を食わせるような

行政をやらなかったら、税金をそこに出してい

く、そんな資格はないと僕は思うんです。謙虚
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に反省して、僕はここで言っておきますけど、

今の県の実力で一般競争入札なんてまだ早いと

思うんです。それも含めてぜひ反省してほし

い。

答弁が要りますか。○宮原委員長

答えは要らないです。要望です。○坂口委員

要望ということですので、よろ○宮原委員長

しくお願いします。

ほかにございませんか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

ないようですが、その他で何か○宮原委員長

ございませんか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

ないようですが、今、積算のあ○宮原委員長

り方でランダム方式の部分ですが、やはり業界

のほうから、全く言われたことをほとんどの議

員が受けているようであります。せっかくき

ちっとした数字を出したのに、わけのわからん

数字がかけられたんじゃ、今まで培ってきた技

術というのは一体何なんですかねということを

私も直接聞かせていただいていますので、そう

いったものも、改革の中でこれはやられたこと

だというふうに思いますが、十分検討をしてい

ただいて、よりよいものにしていただきたいと

思いますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

それでは、以上をもって県土整備部を終わり

ます。執行部の皆様には大変御苦労さまでし

た。

暫時休憩いたします。

午前11時43分休憩

午前11時46分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

先般の臨時議会におきまして、私ども９名が

商工建設常任委員会委員となったところでござ

います。私はこのたび、委員長に選任されまし

た小林市選出の宮原義久でございます｡

一言ごあいさつを申し上げます。労働委員会

事務局の皆さん、御苦労さまです。私ども９名

が商工建設常任委員会ということで選任をされ

ましたが、労働委員会の所管する仕事を職員録

の後ろに載っていましたので見させていただき

ました。７つの項目を審査するということに

なっているようですが、労働争議のあっせん、

調停及び仲裁に関することを含めて７つの項目

に基づいて仕事をやられるということで、今、

大変働く方の環境も厳しい状況にありまして、

雇用者と労働者の関係で問題もたくさん発生し

ているのかなというふうに思っておりますが、

そこをまた調整をしていただくのが労働委員会

の事務局の皆さんだというふうに思っておりま

すので、私ども９名も、宮崎県発展のために、

そういった問題は速やかに解決できるようであ

れば解決をしていただいて、いい環境の中で労

働者の方が仕事ができるという環境をつくって

いただくことが大事かなというふうに思ってお

りますので、力を合わせて宮崎県発展のために

努力をしていきたいというふうに思っておりま

すから、よろしくお願いしたいと思います。

次に、委員の皆様を紹介いたします。

まず、私の隣が日向市選出の西村副委員長で

ございます。

次に、向かって左側ですが、都城市選出の星

原委員でございます。

串間市選出の野辺委員でございます。

東臼杵郡選出の黒木委員でございます。

続きまして、向かって右側ですが、延岡市選

出の太田委員でございます。

宮崎市選出の井上委員でございます。
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都城市選出の徳重委員でございます。

児湯郡選出の坂口委員でございます｡

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の吉田主任主事でございます。

副書記の前田主査でございます｡

それでは、事務局長のごあいさつ、幹部職員

の紹介並びに所管業務の概要説明をお願いいた

します。

事務局長の野田で○野田労働委員会事務局長

ございます。委員の皆様には、平素より、労働

委員会の業務につきまして、御理解を賜り、厚

くお礼申し上げます。本年度もどうぞよろしく

お願いいたします。

まず、幹部職員等の紹介をさせていただきま

す。お手元の委員会資料の１ページをお開きく

ださい。

私の隣に座っておりますのが、調整審査課長

の上玉利正利でございます。

課長補佐の日髙裕次でございますが、本日

は、ちょうど九州労働委員会の事務局長会議が

福岡で開催されておりまして、私の代理で出席

しておりますので、本日の常任委員会は欠席さ

せていただいております。

次に、審査主幹の吉丸昭彦でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。

続きまして、労働委員会の業務概要につきま

して御説明いたします。

資料の２ページをお開きください。まず、労

働委員会の構成でございます。労働委員会は、

公益委員、労働者委員及び使用者委員の三者か

ら成る合議制の行政機関でございまして、委員

は公・労・使それぞれ５名ずつの15名となって

おります。労働者委員は労働組合からの、使用

者委員は使用者団体からの推薦に基づきまし

て、知事が任命するということになっておりま

す。また、公益委員につきましては、労使の委

員の同意を得まして知事が任命するということ

になっております。現在の委員につきまして

は、資料の４ページに名簿をつけております。

任期は２年でございまして、ことしの８月19日

までとなっております。この委員改選につきま

しては、現在、商工観光労働部の労働政策課で

手続を進めているところでございます。

次の労働委員会の業務でございます。労働委

員会は、労働組合法等の関係法令に基づきまし

て、労働争議の調整、不当労働行為の審査、個

別的な労使紛争のあっせんということを行って

おります。まず、（１）の調整でございます

が、これは、労働組合あるいは使用者の申請に

基づきまして、労働争議のあっせん、調停、仲

裁を行うものでございます｡（２）の審査でござ

いますが、不当労働行為の救済申し立てがあっ

た場合の審査と、それから不当労働行為の救済

申し立てなどを行うときに必要な労働組合の資

格審査を行っております。（３）の個別的労使

紛争のあっせん等でございます。労働者個人と

使用者との間の労働条件、その他労働に関しま

す紛争の解決を図るための相談やあっせんを

行っております。

次に、３の事務局でございます。労働委員会

事務局は１課10名で、うち１名は労働政策課と

の兼務となっております。なお、事務局の組織

図につきましては、資料の最後に記載しており

ますので、後ほど、ごらんいただきたいと思い

ます。

次に、４の平成21年度予算でございますが、

労働委員会費として１億2,347万1,000円で、内

訳は、職員費が8,666万5,000円、委員報酬等の

委員会運営費が3,680万6,000円となっておりま

す。
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次に、３ページをごらんください。平成20年

度事件の概要につきまして御報告いたします。

まず、１の調整事件につきましては、１件ご

ざいました。Ａあっせん事件は、組合員２名が

採用を見送られたのは、正当な理由のない雇い

どめであるとして、この撤回と復職を求めまし

て、労働組合から申請がございました。あっせ

んを行いましたが、労使双方の考えに隔たりが

大きくございまして、譲歩の余地がないという

ようなことから、打ち切りといたしておりま

す。

次に、２番目の不当労働行為審査事件につき

ましては５件ございました。最初に、①の玉城

学園事件であります。本事件は、三股町にござ

います学校法人で、組合役員に対する不利益取

り扱い、いわゆる懲戒解雇等の是正につきまし

て、誠実団交応諾等を求めて申し立てられたも

のでございます。委員調査、審問、公益委員に

よります合議などを経まして、昨年７月に救済

命令を行っております。その後、被申立人側か

ら命令の内容を不服といたしまして、中央労働

委員会に再審査申し立てがなされましたが、こ

れとは別途、地位確認等の訴訟の地裁判決の確

定がございまして、再審査申し立てを取り下げ

ましたために、昨年の12月に本件の初審命令が

確定いたしております。

次に、②と④の高岡ふるさと振興協会事件で

ございます。本事件は、宮崎市で特産品セン

ター（道の駅高岡ビタミン館）を運営します協

会に関する事件でございます。20年の７月に１

号事件、同じく10月に３号事件と２つの事件が

申し立てられておりまして、ともに組合員に対

します不利益取り扱いの撤回等を求めるもので

あります。現在、１号事件と３号事件とを併合

しまして、係属中で審査を進めております。

次に、③の玉城学園事件でございます。本事

件につきましては、先ほど御説明いたしました

①と同じ学校法人に関する事件で、組合員に対

します不利益取り扱いの是正等を求めて申し立

てられたもので、現在、係属中で審査を進めて

おります。

最後に、⑤の高鍋信用金庫事件でございます

が、誠実団交応諾等を求めまして申し立てられ

ておりまして、現在、係属中でございまして、

審査を進めておるところでございます。

次に、３の個別的労使紛争あっせん事件につ

きましては、２件ございました。Ｂあっせん事

件は、労働者から解雇に伴いましてこうむりま

した不利益の補償を求めまして申請があったも

のでございます。事務局調査を行いましたとこ

ろ、被申請者からは十分な説明を行っており、

不当解雇という認識はない考えでおりまして、

あっせんには応じないとのことから、打ち切り

といたしております。次のＣあっせん事件は、

労働者から休業補償、精神的損害賠償を求めま

して申請があったものでございます。事務局調

査を行いましたところ、被申請者から休業補

償、精神的損害賠償に応じるつもりはないの

で、あっせんには応じないとのことから、打ち

切りといたしております。

なお、３ページの資料で１の調整事件と３の

個別的労使紛争あっせん事件につきましては、

アルファベットで事件名を表記しておりますけ

れども、あっせんそのものを非公開で実施して

おりますので、個人情報保護への配慮等から

も、企業名等は記載しないということでござい

ますので、Ａでありますとか、３番目の個別的

労使紛争あっせん事件につきましては、Ｂとか

Ｃとかいった表記をさせていただいておりま

す。一方で、２の不当労働行為審査事件につき
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ましては、審問手続自体を公開しておりますの

で、法人名等を記載しております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

執行部の説明が終わりました。○宮原委員長

質疑はありませんか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

ありませんね。そのほかでもな○宮原委員長

いですか。

〔｢なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、ないようですので、○宮原委員長

以上をもちまして労働委員会事務局を終わりま

す。執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時58分休憩

午前11時59分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

４月16日に行われました委員長会議の内容に

ついて御報告いたします。

委員長会議において、お手元に配付の委員長

会議確認事項のとおり、委員会運営に当たって

の留意事項等を確認いたしました。時間の都合

もございますので、主な事項についてのみ御説

明いたします。

まず、１ページの（５）の閉会中の常任委員

会についてであります。定例会と定例会の間に

原則として１回以上開催し、継続案件を審議す

る必要がある場合、あるいは緊急に協議する事

項が発生した場合等については、適宜、委員会

を開催するものであります。なお、原則として

１回以上開催することにつきましては、報告事

項等がない場合には、委員会を開催しないこと

もあり得るという趣旨であります。

次に、２ページの（８）の常任委員長報告の

修正申し入れ及び署名についてであります。本

会議で報告をする委員長報告について、委員会

でその内容を委員長一任と決定した場合、各委

員が修正等の申し入れを行う場合には、委員長

へ直接行うこと、報告の署名は委員長のみが行

うこととするものであります。

次に、３ページの（12）の調査等についてで

あります。まず、アの県内調査についてであり

ますが、３点ございます。１点目は、調査中の

陳情・要望等について、事情聴取の性格を持つ

ものであり、委員会審査に反映させれば事足り

るということで、後日、回答する旨の約束はし

ないということであります。２点目は、委員会

による調査でありますので、個人行動はできる

だけ避けるというものであります。３点目は、

県内調査でありますが、特に必要がある場合に

は、日程及び予算の範囲内で隣県を調査できる

というものであります。

次に、イの県外調査についてであります。節

度ある調査を行うため、個人的な調査、休祝

日、定例会中、調査先の議会中及び災害時の発

着、さらには単独行動を避けることを確認する

ものであります。

最後に、ウの国等への陳情につきましては、

必要に応じて、所管する事項について関係省庁

等に行うというものであります。

その他の事項につきましても、目を通してい

ただきたいと存じます。

皆様には、確認事項に基づき、委員会の運営

が円滑に進むよう御協力をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後０時２分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長



- 27 -

今年度の委員会調査など、活動計画案につい

て書記に説明させます。

平成21年度商工建設常任委員会の○吉田書記

活動計画について御説明いたします。

お手元にお配りいたしております平成21年度

商工建設常任委員会調査等活動計画（案）をご

らんください。まず、県内調査についてであり

ますが、本年度も、県内を県北、県南の２地区

に分け実施するものとし、県南地区は５月18日

（月）から19日（火）に、県北地区は５月27日

（水）から28日（木）に、いずれも１泊２日で

実施する予定であります。

次に、県外調査についてでありますが､本年度

は、８月26日（水）から28日（金）に２泊３日

で実施する予定であります。

次に、閉会中の委員会についてでありますが､

７月22日（水）、11月９日（月）及び１月25日

（月）を予定日とし、内容等については、直前

の定例会中の委員会で確認する予定でありま

す。

最後に、国等への陳情についてでありますが､

陳情は、必要に応じて、所管する部局の陳情項

目を、関係する省庁等に対し行う予定としてお

りますので、よろしくお願いいたします。

委員会の活動計画については、以上でありま

す。

書記の説明が終わりました。活○宮原委員長

動計画案にありますとおり、県内調査を５月18

日（月）から19日（火）、５月27日（水）から

５月28日（木）の日程で実施する予定でありま

すが､日程の都合もありますので、調査先につい

て、あらかじめ皆様から御意見を伺いたいと思

います。参考までに、お手元に資料として商工

建設常任委員会県内調査調査先候補一覧を配付

いたしております。この資料を含めて調査先等

につきまして、何か御意見、御要望がありまし

たらお出しいただきたいと思います。また、県

外調査につきましても、何か御意見、御要望等

がありましたら、あわせてお出しいただきたい

と思います。

これは案と書いてありますが、日○星原委員

程まで案でいいんですか。決まりですか。

暫時休憩いたします。○宮原委員長

午後０時５分休憩

午後０時９分再開

委員会を再開いたします。○宮原委員長

県内調査の日程、調査先につきましては、先

ほど出ました意見も参考にさせていただきなが

ら、正副委員長に御一任いただくということで

御異議ございませんか｡

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、そのようにさせてい○宮原委員長

ただきます。

そのほか、何かありませんか。

県外調査なんですが、県外調査先○井上委員

に、先ほど言いましたような、東アジア戦略を

視点にしたようなものを行かせていただければ

ということと、農商工連携で何か成功事例、国

から出しているのもありますけど、成功事例の

ところに行かせていただければというふうに思

います。

県外調査に、今ありましたよう○宮原委員長

に東アジア戦略、農商工連携ということも含め

て検討させていただきたいと思います。

ほかに何もないようでしたら、本日の委員会

を終了したいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、以上をもちまして本○宮原委員長



- 28 -

日の委員会を終わります。

午後０時10分閉会




